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１.18 年９月中間期の業績（平成 18 年４月１日～平成 18 年９月 30 日） 

(1)経営成績                 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円   ％       百万円   ％   百万円   ％

18 年９月中間期 1,631  (△6.2) 21 (△69.7) 14 (△74.0) 

17 年９月中間期 1,738  ( 15.4) 70 (  －  ) 55 (  －  ) 

18 年３月期 3,297      48          37         

 

 中間（当期）純利益
１ 株 当 た り 中 間

（ 当 期 ） 純 利 益
 

 百万円   ％ 円   銭

18 年９月中間期 △78  (  － )   △2,001  17  

17 年９月中間期 56  (  － ) 1,431  81 

18 年３月期  △69           △1,754  14  
（注）1.期中平均株式数  18 年 9 月中間期   39,425 株  17 年 9 月中間期   39,425 株    18 年 3 月期   39,425 株 

2.会計処理方法の変更  無 

3.売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

（2）財政状態                （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 総資産 純資産 自己資本比率 1 株当たり純資産

 百万円 百万円 ％ 円 銭

18 年９月中間期 2,517   1,388 55.2   35,223  01 

17 年９月中間期 2,906   1,605 55.2 40,716  00 

18 年３月期 2,700 1,478 54.8 37,505 10 
（注）1.期末発行済株式数 18 年 9 月中間期 39,425 株  17 年 9 月中間期 39,425 株  18 年 3 月期 39,425 株 

2.期末自己株式数 18 年 9 月中間期   － 株  17 年 9 月中間期   －   株  18 年 3 月期   －  株 

 

２.19 年３月期の業績予想（平成 18 年４月１日～平成 19 年３月 31 日） 

 
売上高 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通期 3,500 100 △30 
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） △760 円 94 銭 

   

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在におけ

る仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。 

 

３.配当状況 

 ・現金配当 １株当たり配当金（円） 

  中間期末 期末 年間 

18 年３月期 － － － 

19 年３月期（実績） － － 

19 年３月期（予想） － － 
－ 
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６.個別中間財務諸表等 

①中間貸借対照表 

（単位：千円） 

前中間会計期間末 
（平成 17 年９月 30 日現在）

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

前事業年度の 

要約貸借対照表 
（平成 18 年３月 31 日現在）

期  別
 

 

科  目 

注記 

番号 
金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比

(資産の部)  % % %

Ⅰ  流動資産   

１.現金及び預金         1,069,960 228,179  587,212

２.売掛金  693,340 706,948  669,598

３.有価証券  10,229 100,000  110,232

４.たな卸資産  240,194 367,685  285,695

５.繰延税金資産  72,482 86,022  90,147

６.仮払消費税等  69,196 61,654  －

７.未収法人税等  396 87  8,623

８.その他  24,823 27,445  42,249

貸倒引当金  △1,057 △1,159  △1,035

流動資産合計  2,179,566 75.0 1,576,865 62.6 1,792,725 66.4

Ⅱ  固定資産   

１.有形固定資産 ※1  

(1)建物  21,971 20,429  21,158

(2)工具器具備品  26,075 31,356  28,705

(3)土地  469 469  469

有形固定資産合計  48,516 52,256  50,334

２.無形固定資産      

(1)ソフトウェア  94,453 149,076  133,048

(2)ソフトウェア仮勘定  56,088 12,992  33,560

(3)その他  8,792 7,631  8,224

無形固定資産合計  159,334 169,701  174,833

３.投資その他の資産   

(1)投資有価証券  － 313,690  219,542

(2)関係会社株式  169,979 170,929  241,689

(3)関係会社長期貸付金  21,943 －  23,712

(4)敷金  55,873 55,873  55,873

(5)繰延税金資産  263,808 169,201  133,271

(6)その他  6,455 9,006  8,196

投資その他の資産合計  518,061 718,701  682,285

固定資産合計  725,912 25.0 940,658 37.4 907,453 33.6

Ⅲ  繰延資産  783 0.0 － － － －

資産合計  2,906,261 100.0 2,517,524 100.0 2,700,179 100.0
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（単位：千円） 

前中間会計期間末 
（平成 17 年９月 30 日現在）

当中間会計期間末 
（平成 18 年９月 30 日現在） 

前事業年度の 

要約貸借対照表 
（平成 18 年３月 31 日現在）

期  別
 

 

科  目 

注記

番号 
金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比

(負債の部)  % % %

Ⅰ  流動負債   

  １.買掛金               375,444 367,633  369,789

 ２.1 年内償還社債  60,000 －  60,000

  ３.未払金               53,399 54,214  97,045

  ４.未払法人税等  2,692 3,819  －

  ５.賞与引当金  43,912 45,765  45,478

 ６.仮受消費税等  86,926 81,568  －

  ７.その他  30,815 43,598  32,866

流動負債合計  653,190 22.5 596,600 23.7 605,180 22.4

Ⅱ  固定負債   

  １.社債  620,000 500,000  590,000

  ２.退職給付引当金  27,843 32,256  26,360

固定負債合計  647,843 22.3 532,256 21.1 616,360 22.8

負債合計  1,301,033 44.8 1,128,857 44.8 1,221,540 45.2

(資本の部)   

Ⅰ  資本金                 768,800 26.4 － － 768,800 28.5

Ⅱ  資本剰余金   

  １.資本準備金            704,960 －  704,960

資本剰余金合計  704,960 24.3 － － 704,960 26.1

Ⅲ  利益剰余金   

  １.任意積立金            938 －  938

  ２.中間(当期)未処分利益  130,529 －  4,923

利益剰余金合計  131,468 4.5 － － 5,861 0.2

Ⅳ  その他有価証券評価差額金  － － － － △983 △0.0

資本合計  1,605,228 55.2 － － 1,478,638 54.8

負債資本合計  2,906,261 100.0 － － 2,700,179 100.0

(純資産の部)   

Ⅰ  株主資本   

１.資本金  － － 768,800 30.5 － －

２.資本剰余金   

(1)資本準備金  － 704,960  －

資本剰余金合計  － － 704,960 28.0 － －

３.利益剰余金   

(1)その他利益剰余金   

特別償却準備金  － 606  －

繰越利益剰余金  － △73,640  －

利益剰余金合計  － － △73,034 △2.9 － －

株主資本合計  － － 1,400,725 55.6 － －

Ⅱ  評価･換算差額等   

１.その他有価証券評価

差額金 

 
－ △12,058  －

評価･換算差額等合計  － － △12,058 △0.4 － －

純資産合計  － － 1,388,667 55.2 － －

負債純資産合計  － － 2,517,524 100.0 － －
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②中間損益計算書 

                                                                                 （単位：千円） 

前中間会計期間 当中間会計期間 
前事業年度の 

要約損益計算書 
自 平成 17 年４月 1 日 

至 平成 17 年９月 30 日 

自 平成 18 年４月 1 日 

至 平成 18 年９月 30 日 

自 平成 17 年４月 1 日

至 平成 18 年３月 31 日

期   別

 

 

 

科   目 

注記

事項 

金    額 百分比 金    額 百分比 金   額 百分比

  % % %

Ⅰ  売 上 高         1,738,686 100.0 1,631,305 100.0 3,297,495 100.0

Ⅱ  売 上 原 価         1,158,690 66.6 1,111,944 68.2 2,220,718 67.3

 売 上 総 利 益  579,995 33.4 519,360 31.8 1,076,776 32.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 509,034 29.3 497,856 30.5 1,028,266 31.2

 営業利益  70,960 4.1 21,504 1.3 48,509 1.5

Ⅳ  営 業 外 収 益         ※2 14,909 0.8 13,356 0.8 64,222 2.0

Ⅴ  営 業 外 費 用         ※3 30,044 1.7 20,350 1.2 75,429 2.3

 経常利益  55,825 3.2 14,510 0.9 37,303 1.1

Ⅵ  特 別 利 益  ※4 30,702 1.8 － － 38,309 1.2

Ⅶ 特 別 損 失 ※5 － － 116,465 7.1 － －
 税引前中間(当期)

純利益又は中間純

損失（△） 

 

 86,527 2.3 △101,954 △6.2 75,612 2.3

 法人税、住民税 

及 び 事 業 税 

 
 1,145 0.1 1,145 0.1 2,290 0.1

 法人税等調整額   28,933 1.7 △24,203 △1.5 142,479 4.3

 中間純利益又は中間
(当期)純損失（△） 

 
 56,449 3.2 △78,896 △4.8 △69,156 △2.1

 前 期 繰 越 利 益   74,080 －  74,080

 中 間 ( 当 期 ) 

未 処 分 利 益 

 
130,529 －  4,923
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③中間株主資本等変動計算書 

当中間会計期間(自 18 年４月１日 至平成 18 年９月 30 日) 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金 資本 

準備金 

資本 

剰余金 

合計 

特別 

償却 

準備金 

繰越 

利益 

剰余金 

利益 

剰余金 

合計 

株主 

資本 

合計 

平成 18 年３月 31 日 残高 

(千円) 
768,800 704,960 704,960 938 4,923 5,861 1,479,621

中間会計期間中の変動額    

特別償却準備金の取崩し

(注)       (千円) 
 △331 331 － －

中間純損失    (千円)  △78,896 △78,896 △78,896

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額(純

額)       (千円) 

   

中間会計期間中の変動額 

合計      (千円) 
－ － － △331 △78,564 △78,896 △78,896

平成 18 年９月 30 日 残高 

(千円) 
768,800 704,960 704,960 606 △73,640 △73,034 1,400,725

 

評価･換算差額等  

その他 

有価証券 

評価差額金 

評価･換算 

差額等合計

純資産合計

平成 18 年３月 31 日 残高 

(千円) 
△983 △983 1,478,638

中間会計期間中の変動額  

特別償却準備金の取崩し

(注)       (千円) 
 －

中間純損失    (千円)  △78,896

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額(純

額)       (千円) 

△11,075 △11,075 △11,075

中間会計期間中の変動額 

合計      (千円) 
△11,075 △11,075 △89,971

平成 18 年９月 30 日 残高 

(千円) 
△12,058 △12,058 1,388,667

(注)平成 18 年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式･････････移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの････中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

          （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

時価のないもの････移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産 

商 品････月別総平均法による原価法 

仕掛品････個別法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産････定率法(ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法） 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建    物  5～39 年 

工具器具備品  4～15 年 

(2) 無形固定資産････定額法 

（ただし、市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売可能有効期間(３年以内)における見込販売収益に基

づく減価償却額と残存有効期間に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きな額により減価償却しております。ま

た、自社利用のソフトウェアについては、見込利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しております。） 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績

率により、また貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当中間会計期間に対応する金額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上しております。 

なお、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を採用しております。 

４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

５．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

（1）消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。 

（2）税額計算における諸準備金等の取扱 

中間会計期間に係る納付税額及び法人税等調整額は、当期において予定している特別償却準備金の取崩しを前提と

して、当中間会計期間に係る金額を計算しております。 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成

17 年 12 月９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適

用指針第８号 平成 17 年 12 月９日)を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は 1,388,667 千円であります。 

なお、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部については、中間財務諸表等規則の改正

に伴い、改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。 

(ストック・オプション等に関する会計基準) 

当中間会計期間より、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号 平成 17 年

12 月 27 日）及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 11

号 平成 18 年５月 31 日）を適用しております。 

 これによる、損益に与える影響はありません。 

 

注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 

（平成 17 年９月 30 日現在） 

当中間会計期間末 

（平成 18 年９月 30 日現在） 

前事業年度末 

（平成 18 年３月 31 日現在） 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 

      70,396 千円 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 

      83,284 千円

※1.有形固定資産の減価償却累計額 

      76,748 千円

 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

自 平成 17年 4月 1  日 
至 平成 17年 9月 30日 

自 平成 18年 4月 1  日 
至 平成 18年 9月 30日 

自 平成 17年 4月 1  日 
至 平成 18年 3月 31日 

※1.研究開発費の総額 ※1.研究開発費の総額 ※1.研究開発費の総額 

一般管理費に含まれ

る研究開発費 
12,369 千円 

一般管理費に含まれ

る研究開発費 
15,400 千円

一般管理費に含まれ

る研究開発費 
24,472 千円

※2.営業外収益の主要項目 ※2.営業外収益の主要項目 ※2.営業外収益の主要項目 

 受取配当金 

為替差益 

有価証券売却益 

2,243 千円 

3,510 千円 

8,019 千円 

 為替差益 

有価証券売却益 

5,709 千円

6,226 千円

為替差益 

有価証券売却益 

9,086 千円

51,174 千円

※3.営業外費用の主要項目 ※3.営業外費用の主要項目 ※3.営業外費用の主要項目 

 社債利息 

商品評価損 

4,543 千円 

24,117 千円 

 社債利息 

商品評価損 

3,737 千円

14,757 千円

社債利息 

商品評価損 

8,866 千円

59,985 千円

※4. 特別利益の主要項目 ※4.       － ※4.特別利益の主要項目 

 前期損益修正益 8,692 千円   前期損益修正益 16,299 千円

 関係会社投資損失

引当金戻入益 

22,010 千円   関係会社投資損

失引当金戻入益 

22,010 千円

※5.       － ※5.特別損失の主要項目 ※5.       － 

 ソフトウェア評

価損 

10,100 千円  

 関係会社株式評

価損 

106,364 千円

 

6.減価償却実施額 6.減価償却実施額 6.減価償却実施額 

 

 

有形固定資産 

無形固定資産 

6,732 千円 

17,388 千円 

 

 

有形固定資産 

無形固定資産 

6,919 千円

27,196 千円

有形固定資産 

無形固定資産 

14,294 千円

41,278 千円
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

自 平成 17 年４月 1 日 

至 平成 17 年９月 30 日 

自 平成 18 年４月 1 日 

至 平成 18 年９月 30 日 

自 平成 17 年４月 1 日 

至 平成 18 年３月 31 日 

１．リース物件の所有権が借主に移 

  転すると認められるもの以外の 

    ファイナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、 

減価償却累計額相当額及び中間期末 

残高相当額 

 

 取 得 

価 額 

相 当 額 

減 価 

償 却 

累計額

相当額 

中 間 

期 末 

残 高 

相当額 
工具器

具備品 
千円 

44,512 

千円 

31,092 

千円 

13,419 

ソフト

ウェア 
17,454 14,102 3,351 

合 計 61,966 45,195 16,771 

    

 

(2) 未経過リース料中間期末残高 

  相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移 

  転すると認められるもの以外の 

    ファイナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 

 取 得

価 額

相当額

減 価

償 却

累計額

相当額

中 間

期 末

残 高

相当額
工具器

具備品
千円

20,736

千円

13,823

千円

6,912

ソフト

ウェア
1,913 1,275 637

合 計 22,650 15,099 7,550

 

 

(2) 未経過リース料中間期末残高 

  相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移 

  転すると認められるもの以外の 

    ファイナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 

 取 得 

価 額 

相当額 

減 価

償 却

累計額

相当額

期 末

残 高

相当額

工具器

具備品 
千円 

30,030 

千円

20,579

千円

9,451

ソフト

ウェア 
17,454 15,848 1,606

合 計 47,485 36,427 11,057

    

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 

  １年内 

   １年超    

合計 

9,707 千円 

8,137 千円  

17,844 千円 

  １年内 

   １年超 

合計 

4,807 千円 

3,330 千円  

8,137 千円 

  １年内 

   １年超 

合計 

6,059 千円 

5,761 千円  

11,821 千円 

(3) 当中間期の支払リース料、減価償

却費相当額及び支払利息相当額 

 

  支 払 リ ー ス 料  7,956 千円 

  減価償却費相当額  7,043 千円 

  支払利息相当額    497 千円 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

(5） 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

(3) 当中間期の支払リース料、減価

償却費相当額及び支払利息相当

額 

  支 払 リ ー ス 料  3,912 千円 

  減価償却費相当額  3,506 千円 

  支払利息相当額    228 千円 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
 

同 左 
 

(5) 利息相当額の算定方法 

 

同 左 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

 

  支 払 リ ー ス 料  14,320 千円 

  減価償却費相当額  12,757 千円 

  支払利息相当額     838 千円 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 

同 左 

 

(5) 利息相当額の算定方法 

 

同 左 

 

 

（有価証券関係） 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるも

のはありません。 
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（１株当たり情報） 

 

前中間会計期間 

自 平成 17年４月 １ 日 
至 平成 17年９月 30日 

 

当中間会計期間 

自 平成 18年４月 １ 日 
至 平成 18年９月 30日 

 

前事業年度 

自 平成 17年４月 １ 日 
至 平成 18年３月 31日 

１株当たり純資産額  

           40,716 円 00 銭 

１株当たり中間純利益金額 

              1,431 円 81 銭 

潜在株式調整後１株当たり 

中間純利益金額        1,418 円 78 銭 

１株当たり純資産額            

          35,223 円 01 銭 

１株当たり中間純損失金額 

      2,001 円 17 銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式は存

在するものの１株当たり中間純損失で

あるため記載しておりません。 

１株当たり純資産額  

           37,505 円 10 銭

１株当たり当期純損失金額 

            1,754 円 14 銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式は存在

するものの１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。 

（注） １株当たり中間純利益金額又は１株当たり中間（当期）純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 
 

 

前中間会計期間 

自 平成 17年４月 １ 日 
至 平成 17年 9月 30日 

 

当中間会計期間 

自 平成 18年４月 １ 日 
至 平成 18年 9月 30日 

 

前事業年度 

自 平成 17年４月 １ 日 
至 平成 18年 3月 31日 

１株当たり中間純利益金額又は

１株当たり中間（当期）純損失

金額 

 

 

中間純利益又は中間（当期） 

純損失（△）（千円） 
56,449 △78,896 △69,156 

普通株主に帰属しない金額 

（千円） 
－ － － 

普通株式に係る中間純利益又
は普通株式に係る中間（当期）
純損失（△） 

（千円） 

56,449 △78,896 △69,156 

期中平均株式数（株） 39,425 39,425 39,425 

    

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益金額 

 
  

中間（当期）純利益調整額 

（千円） 
－ － － 

（うち支払利息(税額相当額控
除後)） 

－ － － 

普通株式増加数（株） 362 － － 

（うち新株予約権） （362） － － 

・新株予約権 ・新株引受権２種類 

(新株予約権の個数1,635個)

 

(新株引受権の株式数340株

と50株） 

 ・新株予約権２種類 

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

 
(新株予約権の個数1,506個と

500個) 

・新株引受権２種類 

(新株引受権の株式数340株

と50株） 

・新株予約権 

(新株予約権の個数1,567個)
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
自 平成 17年４月 １ 日 
至 平成 17年 9月 30日 

当中間会計期間 
自 平成 18年４月 １ 日 
至 平成 18年 9月 30日 

前事業年度 
自 平成 17年４月 １ 日 
至 平成 18年 3月 31日 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 
新株予約権の発行（平成 18 年４月

28 日取締役会決議） 

 平成 17 年６月 24 日開催の当社定

時株主総会で承認しました旧商法第

280 条ノ 20 および第 280 条ノ 21 の

規定に基づくストックオプションと

しての新株予約権の発行について、

平成 18 年４月 28 日開催の取締役会

において具体的な内容を決議し、下

記のとおり発行いたしました。 

① 新株予約権の発行日 

 平成 18 年４月 28 日 

② 新株予約権の発行数 

 500 個 

③ 新株予約権の発行価格 

 無償 

④ 新株予約権の目的となる株式

の種類及び数 

 普通株式 500 株 

⑤ 新株予約権の行使に際しての

払込金額 

 1 株当たり 166,473 円 

⑥ 新株予約権の行使期間 

 自 平成 19 年７月１日 

 至 平成 23 年６月 30 日

⑦ 新株予約権の行使により株式

を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額 

発行価格 166,473 円 

資本組入額 83,237 円 

⑧ 新株予約権の割当を受けた者

及び人数 

 当社従業員 22 名  

 


